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日本型直接支払交付金に関すること

第１回秋田県農山村ふるさと保全検討委員会



多面的機能支払交付金の取組について
［実施状況］

［現状の課題等］ 

○事務の担い手不足

高齢化や過疎化による役員の成り手不足や国の制度改正による事務の煩雑化のため、事務作業

が負担となり活動の継続を躊躇する組織が多く見られる。

○活動の担い手不足

高齢化や過疎化による農業従事者や組織構成員の減少のため、水路等の地域資源の維持活動の

担い手が不足し、活動を断念する組織が散見される。

［今後の取組方針］ 

●広域化の推進 

事務負担の軽減や交付金の効率的な活用等を図るため、これまでに広域化した優良事例などを

今年度１１月に行われる予定のフォーラム等により、広く活動組織に対して紹介し、集落・土

地改良区・水系単位等での活動組織の広域化を進める。

●事務の外部委託

土地改良区エリア内の活動組織に対して、土地改良区への事務委託の一層の推進を図るととも

に、土地改良区エリア外の活動組織についても、民間コンサルタント会社等への事務委託を進

める。

●作業の省力化と外部委託

草刈りや水路の泥上げなど作業自体が困難と感じている活動組織もあることから、斜面の草刈

り等については自動式草刈機の実演会を行い、省力化の取組を推進する。また、地域の建設会

社等との連携事例を整理し、効果的な作業の外部委託手法を検討する。

令和２年度 実績 令和３年度 予算状況 増減

取組面積 97,011ha 98,500ha 1,489ha

交付金 4,399百万円 4,678百万円 279百万円

組織数 985 1,004 19

延べ参加者 88,328人 89,700人 1,372人

農業者 59,366人 60,300人 934人

農業者以外 28,962人 29,400人 438人

延べ参加団体 5,411団体 5,500団体 89団体

1人当り交付額 50千円 52千円 2千円
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   多面的機能支払交付金 大曲環境協議会  ■地区概要

農地維持支払
資源向上支払（共同）
資源向上支払（長寿命化）

○　本地域は、大仙市（旧大曲市）の南側に位置し、基幹作物の水稲を中心に複合作物として、大豆

やソバのほか、最近は秋田県で推進している枝豆や大根の生産拡大に力を入れている。

○　本保全組織は、大仙市大曲土地改良区管内にある６つの地区が参加して広域的に活動している。

○　土地改良区は広域協定の一員として事務を受託し、各活動に対する指導・助言を行い事業全体の

調整を図っている。

■取組前の状況と経緯 ■広域連携と活動内容

○少子高齢化による農業者の減少に伴い、遊休農
地が増加するなど、地域の農業が衰退すること
を懸念。

○Ｈ１６に地域コミュニティを維持するために立
ち上げた地域づくり協議会をきっかけに、大仙
市大曲土地改良区の区域を一円として、Ｈ１９

から本制度に取り組みを開始。

活動地区数　　：　　　  6地区（34集落）
認定農用地面積：田　　907ha
　　　　　　　　畑　　 11ha
　　　　　　　　合計　918ha
対象農業用施設：水路　277km
　　　　　　　　農道　　9km
　　　　　　　　ため池 27箇所
主な構成員　　：農業者、農業者団体
交付金　　　　：約　　 51百万円

大曲環境協議会

運営委員会

大仙市大曲
土地改良区
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⑤高寺･深山地区 、 ⑥南野地区

【農地維持支払】

【資源向上支払（共同）】

水路の草刈り 水路の土砂上げ

水路の目地補修 植栽活動

防草シート設置作業揚水機建屋の除雪作業

（ 大仙市 ）

地域の田園風景

ソバの花
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中山間地域等直接支払交付金の取組について 

［実施状況］ 

［現状の課題等］  

○協定内の担い手不足 

・集落活動のリーダーが少ないことや事務作業の担い手が不在なことにより、協定

の継続が難しくなっている。 

 ○第５期の継続を断念した協定 

 ・農業の担い手不足のほか、事務作業の負担及び営農意欲の低下等により、継続を

断念した協定が６４協定となった。 

  （Ｒ元）５４７協定 → （Ｒ２）４８３協定  ▲６４協定 

［今後の取組方針］ 

●広域化の推進 

 ・近接する協定との統合等による広域化を進め、共同活動の参加者を確保するほか、

事務作業の人材を確保し、各種活動の継続を推進する。 

●草刈り作業の労力軽減 

 ・中山間地域においては斜面の草刈り作業が多くなる傾向であり、作業労力と危険

性が伴っている。斜面の草刈り作業を軽減するため、ラジコン草刈り機の実演研修

等を通じて労力軽減の取り組みを推進する。 
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環境保全型農業直接支払交付金の取組について

［実施状況］

 ※令和３年度については、前年度秋要望による予算ベースで作成。 

 ※令和２年度から、「長期中干し」の取組が新たに全国共通取組として追加。 

［成果と課題等］

○ 令和２年度からは第２期対策となり、制度の見直しによる取組メニューの追加、 

 交付単価の見直し、推進活動、有機農業の取組要件などが変更された。

○ 令和２年度の実績については、全体の取組面積が 4,204ha と前年実績 1,519ha よ

り大幅に増加した。取組別では、IPM＋除草＋秋耕 544ha（245ha 増）や新たに追加

された長期中干し 2,497ha の増加が大きかった。

○ 令和３年度の申請面積については、本制度の周知が図られたこと、事業効果も高

いことから、全体的に面積は増加する見込みである。

○ 取組市町村及び申請件数については、農業者団体の要件が厳しくなったほか、農 

 業生産工程管理（ＧＡＰ）の取組が農業者等で負担となっていることなどにより、 

 市町村と申請数が減少する傾向である。

［今後の取組方針］

○ 地球温暖化防止や生物多様性保全等に効果の高い環境保全型農業について、市町 

 村等と連携し、引き続き推進を図る。

○ 生物多様性の保全効果が特に高い有機農業については、本制度の周知を図りなが

ら、生産者への支援と掘り起こしを図っていく。

○ 第２期対策の効果の評価を行うため、本県では有機農業における生物多様性保全効果

測定調査を実施している。 

環境保全型農業直接支払交付金の取組について
令和２年度 令和３年度
実績 予算
(Ａ) (Ｂ)

取組面積 4,204ha 5,034ha 830ha
有機農業 452ha 498ha 46ha
カバークロップ 454ha 521ha 67ha
堆肥の施用 255ha 399ha 144ha

2,497ha 3,003ha 506ha
冬期湛水管理 3ha 3ha 0ha
IPM+除草+秋耕 544ha 610ha 66ha

交付金 134百万円 158百万円 24百万円
申請数 23件 22件 △1件
取組市町村 13市町村 12市町村 △1市町村

増減
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